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１ 計画策定の意義

本市では、容器包装に係る分別収集及び再商品化の促進等に関する法律

（平成７年法律第１１２号）施行以前の昭和５６年から空きびん、空き缶

を分別収集し、再生利用すること等により、資源の有効利用や最終処分場

の延命化に取り組んできた。

一方で、大量生産・大量消費型の経済社会活動は、大量廃棄型の社会を

形成し、様々な環境問題を引き起こしており、この問題の解決のためには、

ごみを再生利用するだけではなく、排出抑制や再使用を積極的に推進する

ことが求められている。

このような中、本市においては、平成２７年度を始期とする一般廃棄物

処理基本計画や第９期分別収集計画に３Ｒ施策を掲げ、循環型社会の形成

に向けて積極的に取り組んでいるところである。

本計画は、同法第８条の規定に基づき、３年ごとに５年を一期として策

定するものであり、今般、策定時期が到来したことから、容器包装廃棄物

の排出の抑制を促進するための方策や発生量の見込み等を見直し、公表す

ることにより、それぞれの役割のもと協働で取り組むべき方針を示すもの

である。

２ 基本的方向性

本計画を実施するための基本的方向性を以下に示す。

(1) 市・事業者・市民の適切な役割分担のもと、環境への負荷の低減に努

めるとともに、循環型社会を構築するため協働で取り組む。

(2) ごみの排出抑制、再使用の推進に優先的に取り組むとともに、本市の

中間処理施設の性能を踏まえた効率的な処分を実施する。

３ 計画期間

本計画の計画期間は、令和５年度を始期とする５年間とし、７年度に見

直す。

４ 対象品目
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本計画は、容器包装廃棄物のうち、スチール製容器、アルミ製容器、

ガラス製容器（無色、茶色およびその他）、段ボール、飲料用紙容器、そ

の他の紙製容器包装、ペットボトルおよびその他のプラスチック製容器包

装（白色トレイを含む）を対象とする。

５ 各年度における容器包装廃棄物の排出量の見込み

（法第８条第２項第１号）

５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

容器包装廃棄物 17,240t 17,092t 16,945t 16,797t 16,650t

６ 容器包装廃棄物の排出の抑制を促進するための方策に関する事項

（法第８条第２項第２号）

(1) 環境教育の充実

事業者、市民、地域や学校が３Ｒに取り組みやすいよう、各種イベン

ト、環境学習、広報媒体等を通じて、ごみ減量等に関する情報を積極的

に発信する。

(2) ごみの発生抑制の推進

レジ袋の辞退等といったごみ減量につながる取組を促すため、各種

キャンペーンや説明会等において啓発を実施する。

また、過剰包装の抑制等に取り組む事業者を表彰することにより、

包装の簡素化を推進する。

(3) 有価びんのリユース

容器包装廃棄物の減量に資する取組として、有価びんについては、リ

ユース品として売却する。

７ 分別収集するものとした容器包装廃棄物の種類および当該容器包装廃棄

物の収集に係る分別の区分 （法第８条第２項第３号）

分別収集する容器包装廃棄物の種類は、秋田市一般廃棄物処理基本計画

に従い、以下のとおりとする。
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分別収集をする容器包装廃棄物の種類 収集に係る分別の区分

主としてスチール製の容器 空き缶

主としてアルミ製の容器

主として 無色のガラス製容器

ガラス製の 茶色のガラス製容器 空きびん

の容器包装 その他の色のガラス製容器

主として紙製の容器であって飲料を充てんするためのもの

（原材料としてアルミニウムが利用されているものを除く） 古紙類

段ボール

主としてポリエチレンテレフタレート（PET）製の容器で ペットボトル

あって飲料、しょうゆ等を充てんするためのもの

８ 各年度において得られる分別基準適合物の特定分別基準適合物ごとの量

および容器包装リサイクル法第２条第６項に規定する主務省令で定める物

の量の見込み （法第８条第２項第４号）

主としてスチール製
の容器
主としてアルミ製の容
器

(引渡量) (独自処理量) (引渡量) (独自処理量) (引渡量) (独自処理量) (引渡量) (独自処理量) (引渡量) (独自処理量)

688t - 682t - 676t - 671t - 665t -

(引渡量) (独自処理量) (引渡量) (独自処理量) (引渡量) (独自処理量) (引渡量) (独自処理量) (引渡量) (独自処理量)

642t - 637t - 631t - 626t - 620t -

(引渡量) (独自処理量) (引渡量) (独自処理量) (引渡量) (独自処理量) (引渡量) (独自処理量) (引渡量) (独自処理量)

612t - 606t - 601t - 596t - 591t -
主として紙製の容器
であって飲料を充て
んするためのもの（原
材料としてアルミニウ
ムが利用されている
ものを除く。）

主として段ボール製
の容器

(引渡量) (独自処理量) (引渡量) (独自処理量) (引渡量) (独自処理量) (引渡量) (独自処理量) (引渡量) (独自処理量)

980t - 972t - 963t - 955t - 947t -

5t 5t 5t

1,922t 1,905t 1,889t

947t

596t 591t

(合計)

5t 5t

1,873t 1,856t
主としてポリエチレン
テレフタレート(PET)
製の容器であって飲
料又はしょうゆその他
主務大臣が定める商
品を充てんするため
のもの

(合計) (合計) (合計) (合計)

980t 972t 963t 955t

(合計)

612t 606t 601t

茶色のガラス製容器 (合計) (合計) (合計) (合計) (合計)

その他の色のガラス
製容器

(合計) (合計) (合計) (合計)

642t 637t 631t 626t

(合計)

688t 682t 676t 671t 665t

620t

590t 585t 580t 575t 570t
無色のガラス製容器 (合計) (合計) (合計) (合計)

５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

280t 278t 275t 273t 270t
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９ 各年度において得られる分別基準適合物の特定分別基準適合物ごとの量

および容器包装リサイクル法第２条第６項に規定する主務省令で定める物

の量の見込みの算定方法

分別基準適合物の特定分別基準適合物ごとの量および容器包装リサイク

ル法第２条第６項に規定する主務省令で定める物の量の見込みは、直近年

度の分別基準適合物等の処理実績に人口変動率を乗じて算定する。

なお、人口変動率は、秋田市一般廃棄物処理基本計画の将来人口推計を

基に、次のとおり設定した。

５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

298,555人 295,999人 293,445人 290,892人 288,341人

(対前年度比) (対前年度比) (対前年度比) (対前年度比) (対前年度比)

99.1151% 99.144% 99.137% 99.130% 99.123%

10 分別収集を実施する者に関する基本的な事項

（法第８条第２項第５号）

空き缶、空きびんの収集は、委託業者によるごみ集積所からの収集運搬

のほか、市リサイクルプラザへの自己搬入および資源集団回収登録業者に

より実施する。

古紙類については、市・古紙回収業者・古紙卸問屋・リサイクル事業者

により締結した協定に基づくごみ集積所からの収集運搬および資源集団回

収登録業者により実施する。

ペットボトルについては、委託業者によるごみ集積所からの収集運搬の

ほか、市リサイクルプラザへの自己搬入により実施する。

11 分別収集の用に供する施設の整備に関する事項

（法第８条第２項第６号）

空き缶、空きびんおよびペットボトルについては、市リサイクルプラザ

において選別・保管等を行う。

古紙類については、古紙回収業者の収集運搬後、同業者の施設で保管さ

れ、卸問屋経由で民間事業者によりリサイクルされる。
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分別収集する容器 収集に係る
収 集 容 器 等 収 集 車 中 間 処 理

包装廃棄物の種類 分別の区分

ア ル ミ 缶 資 源 化 物 指 定 袋 パッカー車 リサイクルプラザ

ス チ ー ル 缶 （空 き 缶） （選別・圧縮・保管）

無 色 ガ ラ ス 資 源 化 物 プラスチックコンテナ 平ボディ リサイクルプラザ

茶 ガ ラ ス （空 き び ん） トラック （選別・保管）

その他の色のガラス

飲料用紙製容器 資 源 化 物 紙ひも 平ボディ 民間施設

段 ボ ー ル （古 紙） トラック （選別・保管）

ペ ッ ト ボ ト ル 資 源 化 物 指 定 袋 パッカー車 リサイクルプラザ

(ペットボトル) （選別・梱包・保管）

12 その他容器包装廃棄物の分別収集の実施に関し重要な事項

(1) 資源集団回収の促進

町内会等の実施する資源集団回収を促進するため、実施回数および回

収量に応じて奨励金を交付する。

(2) プラスチック製容器包装の処分

ペットボトルを除くプラスチック製容器包装については、家庭ごみと

して他のごみと混合して収集し、本市溶融炉において廃棄物発電による

熱回収を実施し有効利用を図る。


